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資料７－１

アンケートの目的：

対 象 自 治 体 ： 特別区（杉並区含む）、武蔵野市、三鷹市　（全25自治体のうち20自治体から回答）

調 査 方 法 ： Logoフォームによる回答

調 査 期 間 ： 令和６年７月５日から令和６年７月12日まで

１　障害種別ごとの支給決定について（支給決定人数が１人以上の場合〇）（複数回答）

自治体数 杉並区該当

18 ○

7 ○

19 ○

18 ○

2 ○

8 ×（申請なし）

２　通学・通所送迎の対象について（複数回答）

自治体数 杉並区該当

16 ○

16 ○

14 ○

18 ○

18 ○

15 ○ ※杉並区では令和７年７月より対象追加

14 ×

３　グループ支援の実施状況

自治体数 杉並区該当

6 ○

14 ×
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移動支援事業見直しに係る他自治体の移動支援事業調査（概要）

移動支援事業における支給対象範囲や報酬等の総合的な見直しを検討するにあたり、各区市町村

における移動支援事業の実態について調査を行う
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複数の利用者に対するグループでの余暇活動等の外出・通学

等での同時支援（「ガイドヘルパー２人以上」かつ「ガイド

ヘルパー１人当たり利用者２人以下」であることが要件）
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４　余暇・社会参加の外出について年齢制限の有無

自治体数 杉並区該当

17 ○

3 ×

５　報酬単価改定の検討頻度について

自治体数 杉並区該当

13 ×

7 ○

６　利用者負担について

自治体数 杉並区該当

19 ○

1 ×

７　事務の電子化

自治体数 杉並区該当

4 ×

16 ○

1 ○（一部）

19 ×

◎請求事務の電子化

・押印不要な請求関係書類のみ電子データでの提出を認めている。

・差替時はLOGOフォームにて電子データ提出としている。

◎申請事務の電子化

８　ヘルパー確保の取り組みについて

自治体数 杉並区該当

7 ○

13 ×

・介護保険課と合同で、就職相談会を実施している。

・養成講座を開催している。

・研修の開催にあたり、区が経費の一部を補助している。

実施状況

年齢制限を設けている

実施状況

定期的に検討している

実施していない

実施状況

実施している

年齢制限を設けていない

不定期に検討している

利用者負担なし

請求事務を電子化していない

申請事務を電子化していない

利用者負担の有無

利用者負担あり

実施状況

請求事務を電子化している

・杉並区では令和７年２月末の更新から、Logoフォームによる更新申請を開始し

　た。

※新規申請や変更申請、特例支給の方の更新については紙での提出が必要

・居宅介護サービスに従事できる資格に加え、移動支援従業者養成研修（知的、全

　身性）等の研修受講料を助成している。

※「年齢制限を設けている」と回答したすべての自治体では、未就学児を対象外と

　している。なお、上限年齢を定めている自治体はない。

※「定期的に検討している」と回答したすべての自治体では、障害福祉サービスの

　報酬改定に合わせて改定を検討している。

申請事務を電子化している

・請求データcsv作成用のＥｘｃｅｌマクロファイルをホームページにアップロー

　ドしている。
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